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1. 平成 22年度コーディネーター人材育成研修計画の受講状況 

農林水産省は、全国の企業、大学、試験研究機関の勢力を結集し、農林水産・食品産業分野のみ

ならず、素材・医薬・エネルギーなどの異分野との連携を強化し、農山漁村に豊富に存在する資源

を活用した新産業の創出に役立つ研究開発を推進している。 

このような連携を強化するため、平成 22年度より、全国に農林水産・食品産業分野の高度な専門

知識を有するコーディネーターを配置し、地域における産学連携活動を一体的に支援すると同時に、

すでに同分野で活躍しているコーディネーターや今後同分野のコーディネート業務を担当すること

を希望する人材に対して、人材育成研修を行い、本分野における産学連携支援人材のスキルの向上

を図ることとし、平成 22年度は 7地域で開催した。 

平成 22年度のコーディネーター人材育成研修は、農林水産・食品産業分野において産学連携を支

援する人材が、生産現場や産業界、社会におけるニーズから課題や要望を想定し、技術シーズとの

マッチングにより研究課題を設定するために必要となる基礎的なスキルを習得することを目的とし、

「コーディネート推進コース」と、その強化・補完の位置づけとして「コーディネート推進強化コ

ース」を併せて実施した。研修内容は、主に以下の項目について講義・討論を行うとともに、事例

分析を実施し、受講者の主体的な参画を得て研修を展開した。 

【コーディネート推進コース】 

（講義・討議） 農林水産系コーディネーターに求める視点 

・農林水産分野において活動するコーディネーターの勘所を紹介し、受講者から提示された業務

上の課題への対応を全員で討議し、視点の共有を行う 

（講義・討議） 研究ニーズの評価の視点 

・研究ニーズの評価の視点について、技術の選別の観点から習得する 

・具体的な事例を紹介し、受講者との討論を行うことで評価のポイントについて理解を深める 

（事例分析） 現場ニーズに即した研究計画をつくるには？ ―計画形成のポイント― 

・産学連携の具体的事例や、異分野連携の取組事例について紹介したうえで、グループ討議によ

り当該事例を分析し、研究ニーズの洗い出し、研究課題の設定、課題解決までの様々なポイン

トを「現場ニーズからの課題設定に向けた俯瞰分析シート」を活用して整理、受講者自身の視

点に基づく課題解決の方策をグループで討議し、提案する 

【コーディネート推進強化コース】 

（講義・討議） 現場ニーズからの事業化プロジェクト構築に向けた評価力・判断力の強化の視点 

・より具体的に研究課題を設定するために必要となるスキルのブラッシュアップを図る 

本研修の受講対象者については、大学や地域の産学連携機関において農林水産・食品産業分野の

コーディネート業務を担当している方、今後同様の業務を担当する事を希望している方、及び自治

体等において産学連携に関わる業務に従事している方を対象とした。 

研修の受講状況について、「コーディネート推進コース」は 7地域合計で 170名であり、地域別に

みると、「関東」で 38名と最も多く、次いで「中国四国」の 28名、その他の地域は約 20名の参加

であった。また、「コーディネート推進強化コース」は 22 名であり、受講者すべてが「コーディネ

ート推進コース」を受講している（表 1.1参照）。 
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表 1.1 平成 22年度コーディネーター人材育成研修の受講状況 

（単位：人）

コーディネート
推進強化コース

中国
四国

受講者数 21 20 38 18 23 28 22 170 22

関東

コーディネート推進コース

開催地域 北海道 東北 関東 東海 近畿 九州 計

 

「コーディネート推進コース」の受講状況について、所属機関別に示したものが図 1.1 である。

受講者全体でみると、最も多いのが「大学」の 36名（全体の 21％）、次いで「財団等の支援機関（公

設試を除く）」が 29名（全体の 17％）、「企業」が 26名（全体の 15％）である。また、農林水産関

連機関 1については、「農林水産関連公設試験研究機関 2（以下、「公設試」という）」が 21名（全体

の 13％）、「農水支援団体」が 10名（全体の 6％）、「普及指導センター」3名（全体の 2％）、「農業/

林業/漁業組合」1名（全体の 1％）である。地域別にみると、「大学」所属の受講者が多い地域は「近

畿」と「中国四国」である。「財団等の支援機関（公設試を除く）」や「農水支援団体」が多い地域

は、「東北」、「東海」、「九州」である。「企業」所属の受講者が多い地域は「関東」である。「北海道」

は他の地域に比べ多様な機関から参加しているが、「公設試 3

また、業務目的別について、受講者全体でみると、最も多いのが「地域における産業創出」の 54

名（全体の 32％）、次いで「異分野連携等による新産業の創出」が 38名（全体の 22％）、「現場にお

ける課題解決」が 25 名（全体の 15％）である（図 1.2 参照）。地域別にみると、「地域における産

業創出」が多い地域は「東北」、「近畿」、「中国四国」、「九州」であり、「関東」は「異分野連携によ

る新産業創出」が多く、これらの地域はこの 2 つ目的で業務を行う受講者が過半数を占めている。

また、「東海」は、「地域における産業創出」と「現場における課題解決」が多い。そして、「北海道」

は他の地域に比べ所属機関が多様であるため、業務目的別では比較的平均的である。このように、

産業創出を業務目的とする受講者が多いが、業務目的は多様であり、その状況は地域ごとに異なっ

ている。 

」所属の受講者が比較的多い。このよ

うに、組織として産学連携部門の部署を配置している機関からの受講者が多いが、多様な機関の方々

が受講しており、その状況は地域ごとに異なっている。 

                                                  
1  農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普及

指導センター」、「農業/林業/漁業組合」の総称をさす。 
2 農林水産関連公設試験研究機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」の総称をさ

す。 
3  「公設試」とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「公設試：工業系」、「公設試：

その他」の総称をさす。 
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（単位：人）

北海道 東北 関東 東海 近畿 中国四国 九州 総計

公設試：農業系 4 1 4 1 3 3 3 19

公設試：林業系 1 1

公設試：水産業系 1 1

公設試：工業系 1 2 2 1 6

公設試：その他 1 1 2

財団等の支援機関（公設試を除く） 3 4 7 5 2 4 4 29

農水支援団体 1 2 3 2 2 10

普及指導センター 1 1 1 3

農業/林業/漁業組合 1 1

独立行政法人 1 1 1 3 1 7

大学 3 3 7 4 8 7 4 36

高等専門学校 1 1 1 1 4

都道府県 1 1 1 3

市区町村 1 1 1 3

TLO 1 1 3 1 6

企業 3 2 11 1 3 2 4 26

その他 1 4 3 1 4 13

総計 21 20 38 18 23 28 22 170  

19

5

11

6

13

11

14

11

5

5

5

10

5

5

4

5

4

1

14

20

18

28

9

14

18

17

5

10

17

7

9

5

3

6 6

5

3

4

11

5

4

14

15

18

22

35

25

18

21

5

6

4

5

2

5

4

5

2

3

4

4

2

3

6

13

5

4

14

10

29

6

13

7

18

15

5

20

8

4

14

81
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1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

公設試：農業系 公設試：林業系 公設試：水産業系
公設試：工業系 公設試：その他 財団等の支援機関（公設試を除く）
農水支援団体 普及指導センター 農業/林業/漁業組合
独立行政法人 大学 高等専門学校

都道府県 市区町村 TLO
企業 その他

 

注）・公設試：農林水産系は、農業系に分類している。 

・グラフの数値は構成比の値。 

図 1.1 コーディネート推進コースの所属機関別受講の状況 
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（単位：人）

北海道 東北 関東 東海 近畿 中国四国 九州 総計

地域における産業創出 5 8 10 5 8 10 8 54

異分野連携等による新産業の創出 5 2 12 2 6 5 6 38

起業化・事業化 3 4 1 2 3 3 16

現場における課題解決 1 3 8 5 2 5 1 25

現場における技術普及 4 1 2 2 1 1 11

その他 5 2 3 4 2 3 19

未回答 1 1 2 1 2 7

総計 21 20 38 18 23 28 22 170  

24

40

26

28

35

36

36

32

24

15

5

15

21

5

15

19

4

6

24

10

17

17

7

14

11

5

5

7

10

32

11

26

22

27

18

9

11

 

14

11

9

6

18

9

28

5

5

5

11

4

4

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

地域における産業創出 異分野連携等による新産業の創出 起業化・事業化

現場における課題解決 現場における技術普及 その他

未回答

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 1.2 コーディネート推進コースの業務目的別受講者の状況 

産学連携業務に携わっている受講者は、受講者全体でみると、123 名（全体の 72％）であり、携

わっていない受講者に比べ多い（図 1.3参照）。地域別にみると、すべての地域で産学連携に携わっ

ている受講者が携わっていない受講者に比べ多いが、「北海道」、「関東」、「東海」、「中国四国」では

他の地域に比べ産学連携業務に従事していない受講者が多い。また、産学連携業務に携わっている

受講者のその経験年数について、受講者全体でみると、「5 年以上」が多く、36 名（全体の 30％）

であり、次いで「1年未満」が 31名（全体の 26％）、「1年～2年未満」が 28名（全体の 24％）と、

産学連携の業務経験の少ない受講者が多い（図 1.4 参照）。地域別にみると、「北海道」、「九州」が

「5年以上」が多く、長年産学連携業務に携わってきた受講者が多い。いっぽう、「東北」、「東海」、

「近畿」、「中国四国」は「1年未満」、「1年～2年未満」が多く、産学連携の業務経験の少ない受講

者が多い。「関東」は、産学連携の業務経験の少ない受講者と長年産学連携業務に携わってきた受講

者がほぼ同数であった。 
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（単位：人）

北海道 東北 関東 東海 近畿 中国四国 九州 総計

従事している 11 17 28 12 18 19 18 123

従事していない 7 3 10 4 4 8 3 39

未回答 3 2 1 1 1 8

総計 21 20 38 18 23 28 22 170  

52

85

74

67

78

68

82

72

33

29

14

23

17

22

26

15

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

従事している 従事していない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 1.3 コーディネート推進コースの受講者の産学連携業務従事状況 

（単位：人）

北海道 東北 関東 東海 近畿 中国四国 九州 総計

1年未満 3 4 5 3 7 4 5 31

1年～2年未満 1 3 7 5 6 4 2 28

2年～3年未満 1 2 3 2 3 2 13

3年～4年未満 3 2 1 1 7

4年～5年未満 1 1 1 1 4

5年以上 6 2 10 1 3 5 9 36

未回答 2 2 4

総計 11 17 28 12 18 19 18 123  

27

27

18

25

39

24

28

26

9

13 20

7

6

7

4

8

6

3

55

13

8

17

29

50

30

24

11

24

33

42

25

20

17

 

18

11

9

11

11

6

6

36

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

1年未満 1年～2年未満 2年～3年未満 3年～4年未満 4年～5年未満 5年以上

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 1.4 コーディネート推進コースの産学連携業務従事者の経験年数 
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続いて、「コーディネート推進強化コース」について、所属機関別にみると、「企業」が最も多く

8名（全体の 35％）、次いで、「大学」が 5名（全体の 22％）、「財団等の支援機関（公設試を除く）

企業」が 3名（全体の 14％）である。また、農林水産関連機関については、「公設試：農業系」が 2

名（全体の 13％）であった。また、「東北」、「関東」、「近畿」、「中国四国」、「九州」からの参加が

あり、多様な機関の方々が受講している（図 1.5参照）。 

（単位：人）

東北 関東 近畿 中国四国 九州 総計

公設試：農業系 1 1 2

財団等の支援機関（公設試を除く） 1 1 1 3

独立行政法人 1 1

大学 4 1 5

高等専門学校 1 1

市区町村 1 1

企業 6 1 1 8

その他 1 1

総計 1 14 3 3 1 22
 

注）地域は「コーディネート推進コース」の開催地域をもとに受講者の所属機関の所在地で分類したものである。 

公設試：農業系
9%

財団等の支援機
関（公設試を除

く）

14%

独立行政法人
5%

大学
22%

企業
35%

その他
5%

市区町村
5%

高等専門学校
5%

 

図 1.5 コーディネート推進強化コースの所属機関別受講者の状況 

また、業務目的別にみると、「異分野連携等による新産業の創出」が最も多く 6名（全体の 26％）、

次いで、「起業化・事業化」、「現場における課題解決」がそれぞれ 5 名（全体の 23％）、「地域にお

ける産業創出」が 4 名（全体の 18％）であり、産業創出を業務目的とする受講者が多いのは、「企

業」に所属する受講者が多く、「コーディネート推進コース」と同様に産業創出を業務目的とする受

講者が多いが、全体的には受講者の業務目的は多様である（図 1.6参照）。 

産学連携業務従事状況別にみると、産学連携業務に携わっている受講者は 15 名（全体の 68％）

を占め、産学連携に携わっている受講者が携わっていない受講者に比べると多い（図 1.7参照）。ま

た、産学連携業務従事者を経験年数にみると、「1 年未満」、「1 年～2 年未満」が多く、産学連携の

業務経験の少ない受講者が多い（図 1.8参照）。 

 



 7 

（単位：人）

東北 関東 近畿 中国四国 九州 総計

地域における産業創出 1 2 1 4

異分野連携等による新産業の創出 4 1 1 6

起業化・事業化 1 3 1 5

現場における課題解決 4 1 5

現場における技術普及 1 1

その他 1 1

総計 21 20 38 18 23 28
 

注）地域は「コーディネート推進コース」の開催地域をもとに受講者の所属機関の所在地で分類したものである。 

現場における技
術普及

5%

その他
5%

現場における課
題解決

23%

起業化・事業化
23%

異分野連携等に
よる新産業の創

出

26%

地域における産
業創出

18%

 
図 1.6 コーディネート推進強化コースの業務目的別受講者の状況 

（単位：人）

東北 関東 近畿 中国四国 九州 総計

従事している 9 2 3 1 15

従事していない 1 5 1 7

総計 1 14 3 3 1 22
 

注）地域は「コーディネート推進コース」の開催地域をもとに受講者の所属機関の所在地で

分類したものである。 

従事している
68%

従事していない
32%

 

図 1.7 コーディネート推進強化コースの受講者の産学連携業務従事状況 
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（単位：人）

関東 近畿 中国四国 九州 総計

1年未満 1 1 1 3

1年～2年未満 3 1 2 6

2年～3年未満 2 2

4年～5年未満 1 1

5年以上 2 1 3

総計 9 2 3 1 15
 

注）地域は「コーディネート推進コース」の開催地域をもとに受講者の所属機関の所

在地で分類したものである。 

1年未満
20%

1年～2年未満
40%

2年～3年未満
13%

4年～5年未満
7%

5年以上
20%

 

図 1.8 コーディネート推進強化コースの産学連携業務従事者の経験年数 

続いて、平成 22年度コーディネーター人材育成計画について、受講者の参加申込書と研修終了後

のアンケートをもとに研修の評価を行い、次年度以降の研修計計画に反映させるべき事項を抽出す

る。 
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2. 人材育成研修プログラムの評価 

2.1. コーディネート推進コースの評価 

ここでは、コーディネーター人材育成研修計画「コーディネート推進コース」の評価について、

受講者の参加申込書と研修終了後のアンケートをもとに考察する。受講者の参加申込書および研修

終了後のアンケートの回収状況については表 2.1のとおりである。 

表 2.1 コーディネート推進コースの参加申込書および事後アンケートの回収状況 

中国
四国

参加申込書（件） 21 20 38 18 23 28 22 170

事後アンケート
回答数（件）

16 18 23 15 23 15 15 125

回答率（%） 76.2 90.0 60.5 83.3 100.0 53.6 68.2 73.5

開催地域 北海道 東北 関東 東海 近畿 九州 計

 
注）参加申込書の件数は、受講者数と同値である。 

2.1.1. コーディネート推進コースの受講者の事前意識 

参加申込書に記入された「業務において抱えている課題」、「業務を行うにあたり不足しているス

キル」、「研修に対する要望」から、コーディネート推進コースの受講者の研修受講前の意識、状況

を整理する。 

「業務において抱えている課題」におけるコーディネーター業務に関する事項を整理すると（図

2.1 参照）、「連携の推進」が最も多く 62 件（全体の 36.5％）であり、「産学連携のシステムが構築

されていない」といった「連携体制の構築」や「農商工連携の促進」などの「異分野連携の推進」

に関する課題も多い。農林水産関連機関 1

次に多い業務課題が「コーディネーターの資質・スキルの習得・向上」であり、56件（全体の 32.9％）

であり、「シーズとニーズのマッチングの難しさ」、「出口を見据えた研究テーマをどのように立案・

設置していくか」を理由としてあげている受講者が多い。また、農業系の公設試の受講者から、先

の 6次産業化や農商工連携などの連携の推進の課題に対し、「コーディネーターとしてスキルを身に

つける必要性を強く感じている」との意見が 2 件ある。そして、コーディネーターの業務と関連が

ある「農林水産関連情報の収集・知識の習得」が 13件（全体の 7.6％）、「評価手法の習得」が 8件

（全体の 4.7％）である。 

所属の受講者についても連携の推進について同様の課題を

抱えている。 

さらに、コーディネーター業務の一つとして、助成金や競争的研究資金などの「資金獲得」は 3

番目に多い課題であり、15件（全体の 8.8％）となっている。 

                                                  
1 農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普及

指導センター」、「農業/林業/漁業組合」の総称をさす。 
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件数（件） 構成比（％） 件数（件）
全受講者に占
める割合（％）

連携の推進 62 36.5 19 30.6

コーディネーターの活動・役割の理解 6 3.5 1 16.7

コーディネーターの資質･スキルの習得・向上 56 32.9 18 32.1

農林水産関連情報の収集・知識の習得 13 7.6 4 30.8

評価手法の習得 8 4.7 3 37.5

資金獲得 15 8.8 6 40.0

うち農林水産関連機関
（n=35）

受講者全体 (n=170)

 
62

6

56

13

8

15

19

1

18

4

3

6

0 10 20 30 40 50 60 70

連携の推進

コーディネーターの活動・役割の理解

コーディネーターの資質･スキルの習得・向上

農林水産関連情報の収集・知識の習得

評価手法の習得

資金獲得

件

受講者全体

農林水産関連機関

 
注）・農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普

及指導センター」、「農業/林業/漁業組合」のことをさす。 

・複数回答であり、上位 6項目をあげている。 

図 2.1 コーディネート推進コースの受講者の業務課題 

「業務を行うにあたり不足しているスキル」については、先の業務課題の解決のために必要とな

るスキルがあげられていると考える。「業務を行うにあたり不足しているスキル」におけるコーディ

ネーター業務に関する事項を整理すると（図 2.2参照）、「連携推進手法」が最も多く 41件（全体の

24.1％）であり、先の業務課題の解決のために「産連携をするにあたっての全般的なコーディネー

ト能力」が必要であると考える受講者が多く、農林水産関連機関所属の受講者についても同様であ

る。次いで、コーディネート力のなかでも「情報収集」の 15件（全体の 8.8％）、「情報把握」の 14

件（全体の 8.2％）である。シーズに関する情報の収集や把握、ニーズの把握に対するスキルが不

足しているという受講者が多い。またこれらに関連する「シーズとニーズの評価」が 10件（全体の

5.9％）であり、農林水産関連機関所属の受講者を含め「効率的かつ量的にも質的にも合意形成可能

な研究評価手法」が必要であると考える受講者もいる。ニーズの解決のための「課題設定」が 4 件

（2.4％）である。「専門知識」については、27 件（全体の 15.9％）であり、「自分の専門分野以外

の分野についての基礎知識とそれを活用するスキル」が不足しているという受講者が多い。異分野

連携や農工連携の際に、工業系の受講者が農林水産関連の専門知識や考え方を、農林水産系の受講

者が工業系の知識や考え方を必要としている。 
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件数（件） 構成比（％） 件数（件）
全受講者に占
める割合（％）

連携推進手法 41 24.1 11 26.8

コーディネート力：情報収集 15 8.8 6 40.0

コーディネート力：情報把握 14 8.2 2 14.3

コーディネート力：シーズとニーズの評価 10 5.9 4 40.0

コーディネート力：課題設定 4 2.4 1 25.0

コーディネート力：実用化段階 4 2.4

専門知識 27 15.9 4 14.8

受講者全体 (n=170)
うち農林水産関連機関

（n=35）

 
41

15

14

10

4

4

27

11

6

2

4

1

4

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

連携推進手法

コーディネート力：情報収集

コーディネート力：情報把握

コーディネート力：シーズとニーズの評価

コーディネート力：課題設定

コーディネート力：実用化段階

専門知識

件

受講者全体

農林水産関連機関

 
注）・農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普

及指導センター」、「農業/林業/漁業組合」のことをさす。 

・複数回答であり、上位 7項目をあげている。 

図 2.2 コーディネート推進コースの受講者が認識する不足するスキル 

「研修に対する要望」については、先の業務課題の解決やそのために必要となるスキルを習得で

きるカリキュラムの内容があげられていると考える。「研修に対する要望」におけるコーディネータ

ー業務に関する事項を整理すると（図 2.3 参照）、「コーディネーターの資質・スキル」が最も多く

43件（全体の 25.3％）、次いで「連携推進手法」が 41件（全体の 24.1％）、「農林水産関連の情報・

知識」が 32 件（全体の 18.8％）である。これらは、コーディネーターが連携の推進のために有用

となるカリキュラムの内容であると考える。また、「事例研究」が 30 件（全体の 17.6％）であり、

「コーディネーターの体験談は業務に直接役立つ有用な情報」であり、「成功事例だけでなく失敗事

例も取り上げてほしい」との意見がある。農業系の公設試の受講者から、「コーディネーターの資質

を習得し、自ら研究しながらコーディネートもできるような考え方を学びたい」との意見が 2 件、

「農水コーディネーターが技術相談から事業化へ繋げていく過程での評価ポイントと判断基準の事

例的解析」との意見が 1件ある。 
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件数（件） 構成比（％） 件数（件）
全受講者に占
める割合（％）

連携推進手法 41 24.1 8 19.5

コーディネーターの活動・役割 9 5.3 1 11.1

コーディネーターの資質･スキル 43 25.3 10 23.3

農林水産関連の情報・知識 32 18.8 4 12.5

事例研究 30 17.6 8 26.7

受講者全体 (n=170)
うち農林水産関連機関

（n=35）

 
41

9

43

32

30

8

1

10

4

8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

連携推進手法

コーディネーターの活動・役割

コーディネーターの資質･スキル

農林水産関連の情報・知識

事例研究

件

受講者全体

農林水産関連機関

 
注）・農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普

及指導センター」、「農業/林業/漁業組合」のことをさす。 

・複数回答であり、上位 5項目をあげている。 

図 2.3 コーディネート推進コースの受講者の研修に対する要望 
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2.1.2. コーディネート推進コースのプログラム全体の評価 

次に、コーディネート推進コースのプログラム全体の評価について、研修終了後のアンケートを

もとに考察する 

【プログラムの全体の印象】 

プログラムの全体の印象について、受講者全体でみると、「大変役立った」が 48名（全体の 38％）、

「おおむね役立った」が 69 名（全体の 55％）であり、ほとんどの受講者が「役立った」と評価し

ている（図 2.4参照）。地域別にみると、地域に関わらず、多くの受講者が「役立った」と評価して

いる（図 2.4参照）。また、所属機関別にみると、所属機関に関わらず、多くの受講者が「役立った」

と評価している（図 2.5参照）。そして、業務目的別にみると、多くの受講者が「役立った」と評価

しているが、「地域における産業創出」、「現場における技術普及」、「起業化・実用化」は他に比べ「ど

ちらともいえない」が多い（図 2.6参照）。これは、本研修が研究課題の設定で必要となるスキルの

習得を中心としたカリキュラムの内容であったことが要因の一つとして考えられる。 

産学連携業務従事状況別にみると、従事している、従事していないに関わらず、「役に立った」と

評価している受講者が多い。産学連携業務に携わっている受講者のうち、「どちらともいえない」が

携わっていない受講者に比べ多い（図 2.7 参照）。また、産学連携業務従事者を経験年数にみると、

経験年数に関わらず、「役に立った」と評価している（図 2.8参照）。 

（単位：人）

大変役に
立った

おおむね役
に立った

どちらとも
いえない

あまり役立
たなかった

総計

北海道 5 11 16

東北 10 6 1 1 18

関東 7 15 1 23

東海 6 7 2 15

近畿 9 13 1 23

中国四国 7 6 2 15

九州 4 11 15

総計 48 69 7 1 125
 

31

56

30

40

39

47

27

38

69

33

65

47

57

40

73

55

6

4

13

4

13

6

6

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

%大変役に立った おおむね役に立った どちらともいえない あまり役立たなかった

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.4 コーディネート推進コースの研修プログラム全体の評価（開催地域別） 
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（単位：人）

大変役に
立った

おおむね役
に立った

どちらとも
いえない

あまり役立
たなかった

総計

公設試：農業系 3 13 1 17

公設試：林業系 1 1

公設試：水産業系 1 1

公設試：工業系 1 4 5

公設試：その他 1 1 2

財団等の支援機関（公設試を除く） 6 10 3 1 20

農水支援団体 3 4 7

普及指導センター 1 1 2

農業/林業/漁業組合 1 1

独立行政法人 1 4 5

大学 11 14 1 26

高等専門学校 2 1 3

都道府県 2 1 3

市区町村 2 2

TLO 3 2 5

企業 9 8 17

その他 6 2 8

総計 48 69 7 1 125  

18

100

20

50

30

43

50

20

42

67

60

53

75

38

76

100

80

50

50

57

100

80

54

33

67

100

40

47

25

55

15

50

4

33

6 1

6

5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公設試：農業系

公設試：林業系

公設試：水産業系

公設試：工業系

公設試：その他

財団等の支援機関（公設試を除く）

農水支援団体

普及指導センター

農業/林業/漁業組合

独立行政法人

大学

高等専門学校

都道府県

市区町村

TLO

企業

その他

総計

大変役に立った おおむね役に立った どちらともいえない あまり役立たなかった

 
注）・公設試：農林水産系は、農業系に分類している。 

・グラフの数値は構成比の値。 

図 2.5 コーディネート推進コースの研修プログラム全体の評価（所属機関別） 
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（単位：人）

大変役に
立った

おおむね役
に立った

どちらとも
いえない

あまり役立
たなかった

総計

地域における産業創出 14 16 3 1 34

異分野連携等による新産業の創出 10 18 1 29

現場における課題解決 7 14 1 22

起業化・事業化 5 6 1 12

現場における技術普及 4 5 1 10

その他 6 8 14

未回答 2 2 4

総計 48 69 7 1 125  

41

34

32

42

40

43

50

38

47

62

64

50

50

57

50

55

3

5

8
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6

9

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域における産業創出

異分野連携等による新産業の創出

現場における課題解決

起業化・事業化

現場における技術普及

その他

未回答

総計

%大変役に立った おおむね役に立った どちらともいえない あまり役立たなかった

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.6 コーディネート推進コースの研修プログラム全体の評価（業務目的別） 

（単位：人）

大変役に
立った

おおむね役
に立った

どちらともい
えない

あまり役立た
なかった

総計

従事している 36 46 6 1 89

従事していない 10 20 1 31

未回答 2 3 5

総計 48 69 7 1 125  

40

32

40

38

52

65

60

55

3

6

7 1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従事している

従事していない

未回答

総計

%大変役に立った おおむね役に立った どちらともいえない あまり役立たなかった

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.7 コーディネート推進コースの研修プログラム全体の評価（産学連携業務従事状況別） 
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（単位：人）

大変役に
立った

おおむね役
に立った

どちらとも
いえない

あまり役立
たなかった

総計

1年未満 8 14 2 24

1年～2年未満 11 9 1 1 22

2年～3年未満 3 6 9

3年～4年未満 3 2 5

4年～5年未満 1 1 2

5年以上 9 12 2 23

未回答 2 2 4

総計 36 46 6 1 89  

33

50

33

60

39

50

40

58

41

67

40

50

52

50

52

5

50

7

8

9

5

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1年未満

1年～2年未満

2年～3年未満

3年～4年未満

4年～5年未満

5年以上

未回答

総計

%大変役に立った おおむね役に立った どちらともいえない あまり役立たなかった

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.8 コーディネート推進コースの研修プログラム全体の評価（産学連携業務従事経験年数別） 

プログラム全体の評価が高い要因について、良かった点や研修から気づいた点をみると、「コーデ

ィネーターの資質・スキルの習得・向上ができた」が 31件と最も多く、次いで「コーディネーター

の役割・活動が理解できた」が 28件、「分析ツール・評価手法の習得・強化ができた」が 27件であ

る（図 2.9参照）。これらは、受講者の研修受講前の意識として多かった「産学連携の推進のための

コーディネーターの要件」に対して適切なカリキュラムの内容を提供でき、本研修の目的が達成で

きたといえる 2。また、「人脈づくりができた」が 60 件、「さまざまな立場の考え方を知ることがで

きた」が 21件であり、本研修が受講者相互の知識や活動の共有、補完の場に大きく寄与したといえ

る 3

                                                  
2 カリキュラムの内容について、「2.1.3 コーディネート推進コースのカリキュラムの内容の評価」において個別に評価して

いる。 

。 

3 人的ネットワークの形成の状況について、「3.3人的ネットワークの形成」にその詳細を考察している。 
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7

3

2

4

4

1

28

31

8

27

4

10

15

7

5

5

7

21

60

0 10 20 30 40 50 60

産学連携の実態・進め方が理解できた

異分野連携の進め方・留意点が理解できた

異分野連携の必要性を感じた

農業系産学連携と工業系産学連携の相違が明確になった

産学連携プロジェクトの形成・推進に役立つ

コーディネーター業務の必要性を感じた

コーディネーターの役割・活動が理解できた

コーディネーターの資質・スキルの習得・向上ができた

課題設定の段階で実用化・事業化まで視野に置くことが必要であ

ると感じた

分析ツール・評価手法の習得・強化ができた

分析シートが参考になった

農林水産省の施策や研究推進体制が認識できた

農林水産関連の情報や知識が習得できた

申請書作成に関することを具体的に知ることができた

様々な事例が参考になった

ケース事例分析が参考になった

討議を含めた実践的な研修形式がよかった

さまざまな立場の考え方を知ることができた

人脈づくりに役立った

件

 
図 2.9 コーディネート推進コースの研修プログラムの良かった点・研修から気づいた点 

【スキルの習得】 

コーディネーター人材育成研修では、農林水産・食品産業分野において産学連携を支援する人材

が、(1) 生産現場や産業界、社会におけるニーズから課題や要望を想定するスキル（以下、「スキル

1」という）、(2) 技術シーズとのマッチングにより研究課題を設定するために必要となる基礎的な

スキル（以下、「スキル 2」という）、の習得を目的とした。 

スキル 1について、受講者全体でみると、「どちらともいえない」が 59名（全体の 47％）、「身に

ついたと思う」が 53名（全体の 42％）であり、地域別にみると、スキル 1について、「東北」、「東

海」、「九州」が「身についたと思う」と回答した受講者が比較的多い（図 2.10 参照）。また、スキ

ル 2について、受講者全体でみると、「どちらともいえない」が 66名（全体の 54％）、「身についた

と思う」が 44名（全体の 36％）であり、地域別にみると、「東北」、「九州」が「身についたと思う」

と回答した受講者が比較的多い（図 2.11参照）。 

また、所属機関別にみると、スキル 1について、「公設試：水産業系」、「公設試：その他」、「農水

支援団体」、「普及指導センター」、「高等専門学校」、「TLO」が「身についたと思う」と回答した受講

者が比較的多い（図 2.12参照）。スキル 2について、「公設試：その他」、「農水支援団体」「TLO」が

「身についたと思う」と回答した受講者が比較的多い（図 2.13参照）。 

また、業務目的別にみると、スキル 1について、「現場における技術普及」が「身についたと思う」

と回答した受講者が比較的多い（図 2.14参照）。スキル 2について、「起業化・実業家」が「身につ

いたと思う」と回答した受講者が比較的多い（図 2.15参照）。 
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（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

北海道 5 11 16

東北 11 3 4 18

関東 5 3 15 23

東海 8 1 6 15

近畿 8 3 12 23

中国四国 7 1 7 15

九州 9 2 4 15

総計 53 13 59 125
 

31

61

22

53

35

47

60

42

17

13

7

13

7

13

10

22

65

40

52

47

47

69

27

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

%身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.10 コーディネート推進コースのスキル 1の習得状況（開催地域別） 

（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

北海道 5 2 8 15

東北 9 4 5 18

関東 7 2 14 23

東海 5 2 8 15

近畿 5 3 14 22

中国四国 5 10 15

九州 8 7 15

総計 44 13 66 123  

33

50

30

33

23

33

53

36

22

9

13

14

11

28

61

53

64

67

54

13 53

47

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

%身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.11 コーディネート推進コースのスキル 2の習得状況（開催地域別） 
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（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

公設試：農業系 3 2 12 17

公設試：林業系 1 1

公設試：水産業系 1 1

公設試：工業系 2 2 1 5

公設試：その他 2 2

財団等の支援機関（公設試を除く） 7 1 12 20

農水支援団体 7 7

普及指導センター 2 2

農業/林業/漁業組合 1 1

独立行政法人 1 2 2 5

大学 11 2 13 26

高等専門学校 3 3

都道府県 3 3

市区町村 2 2

TLO 3 1 1 5

企業 6 3 8 17

その他 5 3 8

総計 53 13 59 125  

18

100

40

100

35

100

100

20

42

100

60

35

63

42

12

40

5

40

8

20

18

10

60

50

100

47

47

20

100

40

100

20

100

38

71

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公設試：農業系

公設試：林業系

公設試：水産業系

公設試：工業系

公設試：その他

財団等の支援機関（公設試を除く）

農水支援団体

普及指導センター

農業/林業/漁業組合

独立行政法人

大学

高等専門学校

都道府県

市区町村

TLO

企業

その他

総計

身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）・公設試：農林水産系は、農業系に分類している。 

・グラフの数値は構成比の値。 

図 2.12 コーディネート推進コースのスキル 1の習得状況（所属機関別） 
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（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

公設試：農業系 4 2 10 16

公設試：林業系 1 1

公設試：水産業系 1 1

公設試：工業系 1 2 2 5

公設試：その他 2 2

財団等の支援機関（公設試を除く） 7 13 20

農水支援団体 5 2 7

普及指導センター 1 1 2

農業/林業/漁業組合 1 1

独立行政法人 2 3 5

大学 7 4 14 25

高等専門学校 1 2 3

都道府県 3 3

市区町村 1 1 2

TLO 3 1 1 5

企業 7 2 8 17

その他 3 1 4 8

総計 44 13 66 123  

25

20

100

35

71

50

40

28

33

60

41

38

36

13

40

16

20

12

11

65

56

100

54

50

100

13

63

100

40

29

50

100

60

67

50

20

47

50

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公設試：農業系

公設試：林業系

公設試：水産業系

公設試：工業系

公設試：その他

財団等の支援機関（公設試を除く）

農水支援団体

普及指導センター

農業/林業/漁業組合

独立行政法人

大学

高等専門学校

都道府県

市区町村

TLO

企業

その他

総計

身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）・公設試：農林水産系は、農業系に分類している。 

・グラフの数値は構成比の値。 

図 2.13 コーディネート推進コースのスキル 2の習得状況（所属機関別） 



 21 

（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

地域における産業創出 16 4 14 34

異分野連携等による新産業の創出 7 4 18 29

現場における課題解決 8 4 10 22

起業化・事業化 6 6 12

現場における技術普及 6 4 10

その他 9 1 4 14

未回答 1 3 4

総計 53 13 59 125

47

24

36

50

60

64

25

42

12

14

18

7

10

62

45

50

40

47

41

29

75

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域における産業創出

異分野連携等による新産業の創出

現場における課題解決

起業化・事業化

現場における技術普及

その他

未回答

総計

%
身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.14 コーディネート推進コースのスキル 1の習得状況（業務目的別） 

（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

地域における産業創出 11 1 21 33

異分野連携等による新産業の創出 8 4 17 29

現場における課題解決 7 3 12 22

起業化・事業化 7 5 12

現場における技術普及 4 2 3 9

その他 6 3 5 14

未回答 1 3 4

総計 44 13 66 123  

33

28

32

58

44

43

25

36

3

14

14

21

11

59

55

42

33

54

22

64

36

75

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域における産業創出

異分野連携等による新産業の創出

現場における課題解決

起業化・事業化

現場における技術普及

その他

未回答

総計

%
身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.15 コーディネート推進コースのスキル 2の習得状況（業務目的別） 
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産学連携業務従事状況別にみると、スキル 1 については、産学連携業務に携わっている受講者は

「身についたと思う」の回答がわずかに多いが、産学連携業務に携わっていない受講者は「どちら

ともいえない」の回答が多い（図 2.16参照）。また、産学連携業務従事者を経験年数にみると、「身

についたと思う」の回答が最も多いのが「3年～4年未満」、次いで「2年～3年未満」であり比較的

経験年数が少ない受講者で習得状況が高い（図 2.17 参照）。スキル 2 については、従事している、

従事していないに関わらず、「どちらともいえない」が多く（図 2.18参照）、産学連携業務従事者を

経験年数にみると、経験年数に関わらず「どちらともいえない」の回答が最も多い（図 2.19参照）。 

（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

従事している 41 9 39 89

従事していない 9 4 18 31

未回答 3 2 5

総計 53 13 59 125  

46

29

60

42

10

13

10

58

47

44

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従事している

従事していない

未回答

総計

%身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.16 コーディネート推進コースのスキル 1の習得状況（産学連携業務従事状況別） 

（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

1年未満 12 2 10 24

1年～2年未満 7 4 11 22

2年～3年未満 5 4 9

3年～4年未満 3 1 1 5

4年～5年未満 1 1 2

5年以上 10 2 11 23

未回答 3 1 4

総計 41 9 39 89  

50

32

56

60

43

75

46

8

18

20

9

10

50

50

44

50

42

44

20

48

25

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1年未満

1年～2年未満

2年～3年未満

3年～4年未満

4年～5年未満

5年以上

未回答

総計

%
身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.17 コーディネート推進コースのスキル 1の習得状況（産学連携業務従事経験年数別） 
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（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

従事している 32 10 46 88

従事していない 10 3 17 30

未回答 2 3 5

総計 44 13 66 123  

36

33

40

36

11

10

11

57

54

52

60

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従事している

従事していない

未回答

総計

%身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.18 コーディネート推進コースのスキル 2の習得状況（産学連携業務従事者別） 

（単位：人）

身についた
と思う

身についた
と思わない

どちらとも
いえない

総計

1年未満 8 3 13 24

1年～2年未満 6 3 13 22

2年～3年未満 4 1 4 9

3年～4年未満 2 1 2 5

4年～5年未満 1 1 2

5年以上 9 2 11 22

未回答 2 2 4

総計 32 10 46 88
 

33

27

44

40

41

50

36

13

14

20

9

11

59

50

52

50

11

54

44

40

50

50

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1年未満

1年～2年未満

2年～3年未満

3年～4年未満

4年～5年未満

5年以上

未回答

総計

%
身についたと思う 身についたと思わない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.19 コーディネート推進コースのスキル 2の習得状況（産学連携業務従事経験年数別） 

このように、スキルの習得について、受講者全体でみると、スキル 1、スキル 2 とも「どちらと

もいえない」の回答が「身についたと思う」に比べ高かった。スキルの習得状況の回答理由をみる

と、「スキルは実践しないと身につかない」とするも「基本的な考え方は理解できた」との回答が多

く、スキルの習得は受講者の主観に拠っていることが分かる（図 2.20、図 2.21参照）。また、「2日

間では時間が短かったため」や「具体的な方法・活用法が理解できなかった」といったカリキュラ

ムの時間割や内容が十分でなかったことが指摘されている。 
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3

2

3

3

2

2

20

19

2

5

2

3

1

1

1

4

0 5 10 15 20 25

基本的な考え方が理解できた

考え方・ツールの強化・再確認ができた

これまでの活動を体系的に整理できた

具体的な事例が参考になった

コーディネーターの経験から考え方が示された

評価方法を習得できた

実践しないと身につかない

多くの事例を使った演習が必要

基礎的な知識が不足しているため

すでに実践している

事例を掘り下げた講義が少なかったため

分析シートが分かりづらかった

具体的な方法・活用法が理解できなかった

農林水産・食品産業分野での特定スキルがあるのかないのか明

確でなかった

研修メソッドが統一されていない

2日間では時間が短かったため

件

身についたと思う (n=53)

身についたと思わない (n=13)

どちらともいえない (n=59)

 
図 2.20 コーディネート推進コースのスキル 1の習得おける回答理由 
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2
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5

3

3

5

2

3
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基本的な考え方が理解できた

考え方・ツールの強化・再確認ができた

これまでの活動を体系的に整理できた

具体的な事例が紹介された

コーディネーターの経験から考え方が示された

評価方法を習得できた

実践しないと身につかない

基礎的な知識が不足しているため

多くの事例を使った演習が必要

すでに実践している

具体的な方法・活用法が理解できなかった

農林水産・食品産業分野での特定スキルがあるのかないのか明

確でなかった

2日間では時間が短かったため

件

身についたと思う (n=44)

身についたと思わない (n=13)

どちらともいえない (n=66)

 
図 2.21 コーディネート推進コースのスキル 2の習得における回答理由 
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【今後の業務への活用】 

コーディネート推進コースの今後の業務への活用について、受講者全体でみると、「大変活かせる」

が 86名（全体の 69％）であり、多くの受講者が今後の業務に役立つと評価している（図 2.22参照）。

地域別にみると、全ての地域で「大変に活かせる」の回答が最も多く、その割合が特に大きいのは

「近畿」、「九州」である（図 2.22参照）。また、所属機関別にみると、「大変に活かせる」の回答が

最も多く、その割合が特に大きいのは「公設試：その他」、「大学」、「高等専門学校」、「企業」であ

る（図.2.23参照）。そして、業務目的別では、すべての業務目的で「大変に活かせる」の回答が最

も多く、その割合が特に大きいのは「起業化・事業家」がである。（図 2.24参照）。 

産学連携業務従事状況別にみると、従事している、従事していないに関わらず、「大変に活かせる」

の回答が最も多い（図.2.25 参照）。また、産学連携業務従事者を経験年数にみると、「大変に活か

せる」の回答が最も多く統計的に差がみられるといえるのは、「1 年～2 年未満」、「5 年以上」であ

り、経験年数に関わらず、今後の業務への活用が期待できる（図.2.26参照）。 

（単位：人）

大変活かせ
る

ほとんど活
かせない

どちらとも
いえない

総計

北海道 9 7 16

東北 12 1 5 18

関東 15 1 7 23

東海 9 1 5 15

近畿 18 1 4 23

中国四国 11 4 15

九州 12 3 15

総計 86 4 35 125  

56

67

65

60

78

73

80

69

6

4

7

4

3

28

30

33

17

27

28

20

44

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

%大変活かせる ほとんど活かせない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.22 コーディネート推進コースの業務への活用（開催地域別） 
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（単位：人）

大変活かせ
る

ほとんど活
かせない

どちらとも
いえない

総計

公設試：農業系 11 6 17

公設試：林業系 1 1

公設試：水産業系 1 1

公設試：工業系 3 2 5

公設試：その他 2 2

財団等の支援機関（公設試を除く） 11 2 7 20

農水支援団体 6 1 7

普及指導センター 1 1 2

農業/林業/漁業組合 1 1

独立行政法人 3 2 5

大学 21 5 26

高等専門学校 3 3

都道府県 1 2 3

市区町村 2 2

TLO 3 1 1 5

企業 14 1 2 17

その他 7 1 8

総計 86 4 35 125  

65

60

100

55

86

50

60

81

100

60

82

88

69

10

20

6

3

35

19

67

28

33

50

14

35

13

100

100

40

100

40

100

20

12

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

公設試：農業系

公設試：林業系

公設試：水産業系

公設試：工業系

公設試：その他

財団等の支援機関（公設試を除く）

農水支援団体

普及指導センター

農業/林業/漁業組合

独立行政法人

大学

高等専門学校

都道府県

市区町村

TLO

企業

その他

総計

大変活かせる ほとんど活かせない どちらともいえない

 
注）・公設試：農林水産系は、農業系に分類している。 

・グラフの数値は構成比の値。 

図 2.23 コーディネート推進コースの業務への活用（所属機関別） 
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（単位：人）

大変活かせ
る

ほとんど活
かせない

どちらとも
いえない

総計

地域における産業創出 22 2 10 34

異分野連携等による新産業の創出 19 1 9 29

現場における課題解決 14 1 7 22

起業化・事業化 10 2 12

現場における技術普及 6 4 10

その他 13 1 14

未回答 2 2 4

総計 86 4 35 125  

65

66

64

83

60

93

50

69

6

3

5

3

31

32

17

40

28

50

29

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域における産業創出

異分野連携等による新産業の創出

現場における課題解決

起業化・事業化

現場における技術普及

その他

未回答

総計

%大変活かせる ほとんど活かせない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.24 コーディネート推進コースの業務への活用（業務目的別） 

（単位：人）

大変活かせ
る

ほとんど活
かせない

どちらとも
いえない

総計

従事している 62 2 25 89

従事していない 20 2 9 31

未回答 4 1 5

総計 86 4 35 125  

70

65

80

69

2

6

3

29

28

28

20

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従事している

従事していない

未回答

総計

%大変活かせる ほとんど活かせない どちらともいえない

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.25 コーディネート推進コースの業務への活用（産学連携業務従事状況別） 



 28 

（単位：人）

大変活かせ
る

ほとんど活
かせない

どちらとも
いえない

総計

1年未満 15 1 8 24

1年～2年未満 18 1 3 22

2年～3年未満 6 3 9

3年～4年未満 4 1 5

4年～5年未満 2 2

5年以上 17 6 23

未回答 2 2 4

総計 62 2 25 89  

63

82

67

80

74

50

70

4

5

2

14

100

28

33

20

50

33

26

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1年未満

1年～2年未満

2年～3年未満

3年～4年未満

4年～5年未満

5年以上

未回答

総計

%大変活かせる ほとんど活かせない どちらともいえない

 

注）グラフの数値は構成比の値。 

図 2.26 コーディネート推進コースの業務への活用（産学連携業務従事経験年数別） 

このように、コーディネート推進コースの「今後の業務への活用」について、受講者全体でみる

と、「大変活かせる」が全体の約 70％であり、多くの受講者が今後の業務に役立つと評価している

が、先に示した「プログラム全体の評価」に比べ「どちらともいえない」の回答が多かった。その

要因について、研修プログラムの工夫が必要な点や要望をみると、「具体的な農水コーディネーター

の活動事例を多く紹介してほしい」が 17件と最も多く、次いで「評価手法についてより具体的な事

例を使って解説してほしい」が 16 件、「分析シートの活用法について詳細に説明してほしかった」

が 10 件、「評価手法について農林水産分野の場合の活用法を説明してほしかった」、「農林水産関連

の事例の概観と解説がほしかった」がそれぞれ 9 件である（図 2.27 参照）。これらの事項から、受

講者の研修への要望が多かった「事例研究」に対し、本研修では受講者にとって業務で直面する課

題解決に有効となる事例の紹介が多くなされなかったことが見出せた。 
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2

1

3

2

2

9

6

17

1

10

9

16

1

2

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18

コーディネーター人材育成としてのカリキュラムが不十分であった

コーディネーターの基礎的なスキルに対する講義が少なかった

課題設定の具体的な方法・活用法が学びたかった

農水固有ではなく、工業とも共有する一般論であった

産学連携の事例や手法をもっと知りたかった

農林水産関連の事例も概観し解説してほしい

農林水産関連の具体的な事例を多く紹介してほしい

具体的な農水コーディネーターの活動事例を多く紹介してほしい

競争的資金の申請や採択テーマの傾向についてのもっと知りた

かった

分析シートの活用法について詳細に説明してほしかった

評価手法について農林水産分野の場合の活用法を説明してほし

かった

評価手法についてより具体的な事例を使って解説してほしかった

受講者の活動のレベルや意識に差があり、グループ討議での議論

に不満

講師によって視点が異なるため研修の趣旨が不明確であった

件

 
図 2.27 コーディネート推進コースの研修プログラムの工夫が必要な点・要望 
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2.1.3. コーディネート推進コースのカリキュラムの内容の評価 

コーディネート推進コースのカリキュラムの内容について、研修後のアンケートから、プログラ

ム順に個別に評価をみる。 

【講演 1】 

[プ ロ グ ラ ム ] 農林水産分野における技術政策および研究の現状 

[講 師] 農林水産省農林水産技術会議事務局 研究推進課 産学連携室 

[研修のポイント] 「農林水産研究基本計画」における重点目標と研究の現状、現在の事業内容を知る 

講演 1 の研修のポイントについて、「理解できた」の回答が 103 名（全体の 88％）であり、おお

むね受講者の理解は高く、「農林水産省の施策や研究推進体制が認識できた」との意見が多くあった

（図 2.28参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 95名（全体の 81％）であり、

説明は簡潔で分かりやすいものだったといえる（図 2.29参照）。内容について、「政策や現状につい

ての国側の分析結果」や「農業の将来性」についても触れてほしかったとの要望があった。また、

配布資料については、「資料が細かく、要点をまとめたものと事例などの資料と分けたほうがよい」

との意見があった。 

カリキュラムの時間について、「質疑の時間が短かった」との意見があった。 

今後の業務への活用について、「大変活かせる」の回答が 90名（全体の 77％）であり、講演 1の

内容の評価が高く、今後の業務への活用が期待できる（図 2.30参照）。 

 
図 2.28 コーディネート推進コース：講演 1の研修のポイントの理解 

 
図 2.29 コーディネート推進コース：講演 1の講師のインストラクション 

（単位：人）

理解できた 103

理解できなかった 3

どちらともいえない 11

未回答 1

総計 118

どちらとも
いえない

9%

理解できな
かった

3%

理解できた
88%

（単位：人）

分かりやすかった 95

分かりづらかった 4

どちらともいえない 19

総計 118
分かりやす

かった

81%

分かりづら
かった

3%

どちらとも
いえない

16%
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図 2.30 コーディネート推進コース：講演 1の今後の業務への活用 

【講義・討議 1】 

[プ ロ グ ラ ム] 農林水産系コーディネーターに求める視点 

[講 師] ＮＰＯ法人グリーンテクノバンク 事務局長 八戸 三千男 氏（北海道） 

ＮＰＯ法人近畿アグリハイテク 事務局長・農水コーディネーター 北村 實彬 氏 

（北海道を除く 6地域） 

[研修のポイント] 「農林水産研究基本計画」における重点目標と研究の現状、現在の事業内容を知る 

講義・討議 1の研修のポイントについて、「理解できた」の回答が 109名（全体の 90％）であり、

おおむね受講者の理解は高く、「農林水産関連の情報や知識が習得できた」、「コーディネーターに求

められる要件が理解できた」との意見が多かった（図 2.31参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 110 名（全体の 91％）であ

り、説明は簡潔で分かりやすいものだったといえる（図 2.32参照）。内容について、「農水コーディ

ネーターとして携わってきた経験から成功事例、失敗事例の紹介」について具体的な話が聞きたい

との要望が多くあった。 

今後の業務への活用について、「大変活かせる」の回答が 94名（全体の 77％）であり、講義・討

議 1の内容の評価が高く、今後の業務への活用が期待できる（図 2.33参照）。 

 

図 2.31 コーディネート推進コース：講義・討議 1の研修のポイントの理解 

（単位：人）

大変活かせる 90

ほとんど活かせない 4

どちらともいえない 24

総計 118

どちらとも
いえない

20%

ほとんど活
かせない

3% 大変活か
せる

77%

（単位：人）

理解できた 109

理解できなかった 1

どちらともいえない 11

総計 121

理解できた
90%

理解できな
かった

1%

どちらとも
いえない

9%
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図 2.32 コーディネート推進コース：講義・討議 1の講師のインストラクション 

 

図 2.33 コーディネート推進コース：講義・討議 1の今後の業務への活用 

【講義・討議 2】 

[プ ロ グ ラ ム] 現場からの提案で行われてきた農林水産関連研究の概観 

[講 師] 国立大学法人九州大学 名誉教授 齋藤 省吾 氏 

[研修のポイント] 農林水産関連研究テーマの俯瞰と研究の重点化動向を知る 

講義・討議 2 の研修のポイントについて、「理解できた」の回答が 89 名（全体の 75％）であり、

おおむね受講者の理解は高く、「農林水産関連課題の内容傾向が整理されており、その傾向がつかめ

た」との意見が多かった（図 2.34参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 81名（全体の 68％）であり、

説明はおおむね分かりやすいものだったといえる（図 2.35参照）。内容について、「もう少し深い解

析結果が聞きたかった」、「独立行政法人科学技術振興機構（JST）の事業だけでなく、農林水産省の

事業の事例の分析も知りたかった」との要望が多くあった。 

今後の業務への活用について、「大変活かせる」の回答が 60名（全体の 50％）、「どちらともいえ

ない」の回答が 53 名（全体の 44％）であり、研修のポイントは多くの受講者が理解できているの

で、講義・討議 2の内容の今後の業務への活用が期待される（図 2.36参照）。 

どちらとも
いえない

7%

分かりづら
かった

2%

分かりやす
かった

91%

（単位：人）

分かりやすかった 110

分かりづらかった 2

どちらともいえない 9

総計 121

（単位：人）

大変活かせる 94

ほとんど活かせない 2

どちらともいえない 25

総計 121
大変活か

せる

77%

ほとんど活
かせない

2%

どちらとも
いえない

21%



 33 

 
図 2.34 コーディネート推進コース：講義・討議 2の研修のポイントの理解 

 

図 2.35 コーディネート推進コース：講義・討議 2の講師のインストラクション 

 

図 2.36 コーディネート推進コース：講義・討議 2の今後の業務への活用 

どちらとも
いえない

20%
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かった
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理解できた
75%

（単位：人）

理解できた 89

理解できなかった 6

どちらともいえない 24

未回答 2
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かった

68%

分かりづら
かった

13%

どちらとも
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19%

（単位：人）

分かりやすかった 81

分かりづらかった 16

どちらともいえない 23

未回答 1

総計 121

大変活か
せる

50%
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かせない

6%

どちらとも
いえない

44%

（単位：人）

大変活かせる 60

ほとんど活かせない 7

どちらともいえない 53

未回答 1

総計 121
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【講義・討議 3】 

[プ ロ グ ラ ム] 研究ニーズの評価の視点：事例による課題設定の特徴付け 

[講 師] 国立大学法人九州大学 名誉教授 齋藤 省吾 氏 

[研修のポイント] 研究ニーズの評価の視点を技術の選別法から学ぶ 

講義・討議 3 の研修のポイントについて、「理解できた」の回答が 82 名（全体の 69％）であり、

おおむね受講者の理解は高く、「客観的な評価手法の習得・強化ができた」との意見が多かった（図

2.37参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 75名（全体の 63％）であり、

説明はおおむね分かりやすいものだったといえる（図 2.38参照）。内容について、「評価手法につい

てより具体的な事例を使って詳しく解説してほしかった」との意見が産学連携業務の経験年数が少

ない受講者を中心に多くあった。また、「農林水産分野の場合の活用法を説明してほしかった」との

意見が農林水産関連機関 4

今後の業務への活用について、「大変活かせる」の回答が 68名（全体の 58％）であり、受講者の

講義・討議 3の内容の今後の業務への活用が期待される（図 2.39参照）。 

所属の受講者から多くあった。 

 

図 2.37 コーディネート推進コース：講義・討議 3の研修のポイントの理解 

 

図 2.38 コーディネート推進コース：講義・討議 3の講師のインストラクション 

                                                  
4  農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普及

指導センター」、「農業/林業/漁業組合」の総称をさす。 
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図 2.39 コーディネート推進コース：講義・討議 3の今後の業務への活用 

【講演 2・講演 3：グループ討議のためのケース事例紹介】 

[プ ロ グ ラ ム] グループ討議のためのケース事例紹介Ⅰ・Ⅱ 

[事 例 と 講 師] 表 2.2参照 

[研修のポイント] ・産学連携の実績事例や異分野連携の取り組み事例から課題解決推進に向けてポイントを

探る 

・グループ討議でのケースメソッドの事例として視点を整理する 

表 2.2 講演 2・講演 3の事例と講師 

開催地域 事例 講師

バイオプリザベーションの食品への利用（発酵による微
生物制御）

愛知県産業技術研究所食品工業技術センター発酵技
術室　主任研究員　山本 晃司　氏

酪農・食品系排水の非生物（旋回噴流式オゾン酸化）
処理システム

株式会社ヒューエンス　代表取締役　設樂 守良　氏

光（色彩）選別機の開発と製品化における産学公連携
による取り組み

株式会社サタケ 技術本部 選別･計測･計量グループ
グループ長　原 正純　氏

和漢薬など天然資源に関する研究と実用化への展開
富山県薬事研究所 バイオテクノロジー・和漢薬研究課
主任研究員　小笠原 勝　氏

耐熱性バイオマスプラスチックの製品開発
株式会社 平和化学工業所　常務取締役　畠山 治昌
氏

水産物の安全・安心に向けたトレーサビリティの開発お
よび推進への取り組みについて

公立はこだて未来大学システム情報科学部　教授　三
上 貞芳　氏

土壌養分デジタルセンサーの技術開発と製品化」にお
ける産学官連携による取組み

有限会社イグノス　代表取締役　大和田 功　氏

果実非破壊ハイブリッド計測（糖度・熟度計）システム
の原理・活用とその課題

名古屋大学大学院生命農学研究科　教授　土川 覚
氏

「植物ウイルス病ワクチンの開発と製品化」における産
学公連携による取組み

京都府農林水産技術センター 　生物資源研究セン
ター　所長　小坂 能尚　氏

製糖排出物の技術統合型高次リサイクルシステム開
発

株式会社熊谷組　プロジェクトエンジニアリング室環境
グループ　副部長 　内藤 敏　氏

穀類外皮等の未利用資源の資源化開発
千葉大学大学院園芸学研究科　教授　江頭 祐嘉合
氏

マハタの種苗生産技術の養殖業への展開
長崎県総合水産試験場 種苗量産技術開発センター魚
類科　科長　宮木 廉夫　氏

酪農・食品系排水の非生物（旋回噴流式オゾン酸化）
処理システム

株式会社ヒューエンス　代表取締役　設樂 守良　氏

水産物の安全・安心に向けたトレーサビリティの開発お
よび推進への取り組みについて

公立はこだて未来大学システム情報科学部　教授　三
上 貞芳　氏

九州

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国
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大変活かせる 68

ほとんど活かせない 6

どちらともいえない 44

未回答 4

総計 122
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講演 2・講演 3の研修のポイントについて、「理解できた」の回答が 173名（全体の 81％）であり、

受講者の理解は高く、「明確で興味がある内容だった」、「業務に近い内容で参考になった」、「研究課

題の設定方法や課題解決の過程が参考になった」との意見が多くあった（図 2.40参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 182 名（全体の 86％）であ

り、説明は簡潔で分かりやすいものだったといえる（図 2.41参照）。内容について、「実際に連携を

進める上での問題点について聞きたかった」、「産学連携の推進のために具体的に何をしたかについ

ての説明がほしかった」との要望が多くあった。 

カリキュラムの時間について、「質疑の時間が短かった」との意見が多くあった。 

今後の業務への活用について、「大変活かせる」の回答が 121 名（全体の 58％）であり、研修の

ポイントは多くの受講者が理解できているので、講演 2・講演 3 の内容の今後の業務への活用が期

待される（図 2.42参照）。 

 
図 2.40 コーディネート推進コース：講演 2・講演 3の研修のポイントの理解 

 
図 2.41 コーディネート推進コース：講演 2・講演 3の講師のインストラクション 

 

図 2.42 コーディネート推進コース：講演 2・講演 3の今後の業務への活用 
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【ケースメソッド】 

[プ ロ グ ラ ム] 現場ニーズに即した研究計画をつくるには？－計画形成のポイント：事例による課題設定

手法の解説 

[講 師] 国立大学法人九州大学 名誉教授 齋藤 省吾 氏 

全日本地域研究交流協会 中﨑 正好 氏 

[研修のポイント] グループ討議のアプローチについてケース事例をもとに検討方法を知る 

ケースメソッドの研修のポイントについて、「理解できた」の回答が 71名（全体の 68％）であり、

おむね受講者の理解は高く、「定量的な分析手法を知ることができた」、「シーズ・ニーズの具体的な

とらえ方と研究計画立案方法は参考になった」との意見が多くあった（図 2.43参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 57名（全体の 55％）であり、

説明は分かりやすいものだったとはいえない（図 2.44 参照）。この理由として「内容が抽象的で分

かりづらい」、「詳細に説明してほしい」との意見が多くあった。 

「現場ニーズからの課題設定に向けた俯瞰分析シート（以下、「分析シート」という）」の活用法

について、「理解できた」の回答が 45 名（全体の 64％）であり、「分析シートは、今後の業務に活

かせる」との意見があるいっぽうで、「もう少し詳しく説明してほしい」との意見があった（図 2.45

参照）。 

今後の業務への活用について、「大変活かせる」の回答が 55名（全体の 52％）であり、受講者の

ケースメソッドの内容の今後の業務への活用が期待される（図 2.46参照）。 

 

図 2.43 コーディネート推進コース：ケースメソッドの研修のポイントの理解 

 

図 2.44 コーディネート推進コース：ケースメソッドの講師のインストラクション 
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図 2.45 コーディネート推進コース：分析シートの活用法についての説明 

 

図 2.46 コーディネート推進コース：ケースメソッドの今後の業務への活用 

【グループ討議】 

[プ ロ グ ラ ム] グループ討議：ケースメソッド 

[研修のポイント] ・事例での研究ニーズの洗い出しと研究課題の設定・課題解決までのポイントを整理する。 

・新たな視点での課題解決の方策を検討する 

「グループ討議」では、講演 2・講演 3 の事例の事例について、分析シートを活用しながら討議

を進めた。 

グループ討議の評価について、受講者全体でみると、「十分に参画ができ満足」が 40 名（全体の

39％）、「参画機会が少なかったが満足」が 36 名（全体の 35％）であり、多くの受講者が「満足」

と高く評価しており、「活発なグループ討議であった」、「いろいろな立場の意見を聞くことができ参

考になった」、「異分野の方々との議論を進めることの難しさが分かった」との意見が多くあった（図

2.47 参照）。いっぽう「不満」と回答した受講者からは「討議内容が明確でなかった」との意見が

多くあった。そのほか、「討議時間が足りなかった」、「人数が多かった」、「モデレーターの工夫が必

要」、「講師がグループ討議に参加すべき」との意見もあった。 

分析シートについて、「理解できた」の回答が 54名（全体の 53％）であった（図 2.48参照）。「分

析シートを活用で課題設定に必要な項目と全体が俯瞰できた」との意見が多数あったが、そのいっ

ぽうで「討議と分析シートの構成の関係が理解できなかった」との意見も多数あった。 

今後の業務への活用について、「大変活かせる」の回答が 59名（全体の 58％）であり、受講者の

今後の産学連携プロジェクトの形成・推進においての活用が期待される（図 2.49参照）。 
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図 2.47 コーディネート推進コース：グループ討議の評価 

 

図 2.48 コーディネート推進コース：分析シートの理解 

 

図 2.49 コーディネート推進コース：グループ討議の今後の業務への活用 
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2.2. コーディネート推進強化コースの評価 

ここでは、コーディネーター人材育成研修計画「コーディネート推進強化コース」の評価につい

て、受講者の参加申込書と研修終了後のアンケートから考察する。受講者の参加申込書および研修

終了後のアンケートの回収状況については表 2.3のとおりである。 

表 2.3 コーディネート推進強化コースの参加申込書および事後アンケートの回収状況 

参加申込書（件） 22

事後アンケート
回答数（件）

19

回答率（%） 86.4

 
注）参加申込書の件数は、受講者数と同値である。 

2.2.1. コーディネート推進強化コースの受講者の事前意識 

参加申込書に記入された「業務において抱えている課題」、「業務を行うにあたり不足しているス

キル」、「研修に対する要望」から、コーディネート推進強化コースの受講者の事前意識、状況を整

理する。 

「業務において抱えている課題」におけるコーディネーター業務に関する事項を整理すると（図

2.50 参照）、「コーディネーターの資質・スキルの習得・向上」が最も多く 10 件（全体の 45.5％）

であり、その理由として「ニーズの把握の難しさ」、「シーズとニーズのマッチングの難しさ」があ

げられている。次いで「連携の推進」が 6 件（全体の 27.3％）であり、「連携体制の構築」や「農

商工連携の促進」などの「異分野連携の推進」に関する課題があげられている。 

件数（件） 構成比（％） 件数（件）
全受講者に占
める割合（％）

連携の推進 6 27.3 1 16.7

コーディネーターの活動・役割の理解 1 4.5

コーディネーターの資質･スキルの習得・向上 10 45.5

農林水産関連情報の収集・知識の習得 2 9.1

資金獲得 1 4.5

うち農林水産関連機関
（n=2）

受講者全体 (n=22)

 

6

1

10

2

1

1

0 2 4 6 8 10 12

連携の推進

コーディネーターの活動・役割の理解

コーディネーターの資質･スキルの習得・向上

農林水産関連情報の収集・知識の習得

資金獲得

件

受講者全体

農林水産関連機関

 
注）・農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普及指

導センター」、「農業/林業/漁業組合」のことをさす。 

・複数回答であり、上位 5項目をあげている。 

図 2.50 コーディネート推進強化コースの受講者の業務課題 
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「業務を行うにあたり不足しているスキル」については、先の業務課題の解決のために必要とな

るスキルがあげられていると考える。「業務を行うにあたり不足しているスキル」におけるコーディ

ネーター業務に関する事項を整理すると（図 2.51参照）、「連携推進手法」が最も多く 8件（全体の

36.4％）であり、先の業務課題の解決のために「産連携をするにあたっての全般的なコーディネー

ト能力」が必要であると考える受講者が多い。次いで「専門知識」が 6件（全体の 18.2％）であり、

このうち「農林水産・食品分野に関する知識」を必要としている受講者が多い。 

「研修に対する要望」におけるコーディネーター業務に関する事項について、「研修に対する要望」

については、先の業務課題の解決やそのために必要となるスキルを習得できるカリキュラムの内容

があげられていると考える。「研修に対する要望」におけるコーディネーター業務に関する事項を整

理すると（図 2.52参照）、「農林水産関連の情報・知識」が最も多く 6件（全体の 27.3％）、次いで

「事例研究」が 5件（全体の 22.7％）、「連携推進手法」が 4件（全体の 18.2％）である。「具体的

なコーディネーターの取組事例に基づいた連携の推進を数多く知りたい」との意見が多い。 

件数（件） 構成比（％） 件数（件）
全受講者に占
める割合（％）

連携推進手法 8 36.4 1 12.5

コーディネート力：情報収集 1 4.5

コーディネート力：情報把握 2 9.1

コーディネート力：シーズとニーズの評価 1 4.5

コーディネート力：課題設定 2 9.1

専門知識 4 18.2

受講者全体 (n=22)
うち農林水産関連機関

（n=2）

 

8

1

2

1

2

4

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

連携推進手法

コーディネート力：情報収集

コーディネート力：情報把握

コーディネート力：シーズとニーズの評価

コーディネート力：課題設定

専門知識

件

受講者全体

農林水産関連機関

 
注）・農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普及指

導センター」、「農業/林業/漁業組合」のことをさす。 

・複数回答であり、上位 6項目をあげている。 

図 2.51 コーディネート推進強化コースの受講者が認識する不足するスキル 
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件数（件） 構成比（％） 件数（件）
全受講者に占
める割合（％）

連携推進手法 4 18.2

コーディネーターの資質･スキル 3 13.6 1 33.3

農林水産関連の情報・知識 6 27.3 1 16.7

事例研究 5 22.7 1 20.0

受講者全体 (n=22)
うち農林水産関連機関

（n=2）

 

4

3

6

5

1

1

1

0 1 2 3 4 5 6 7

連携推進手法

コーディネーターの資質･スキル

農林水産関連の情報・知識

事例研究

件

受講者全体

農林水産関連機関

 
注）・農林水産関連機関とは、ここでは、「公設試：農業系」、「公設試：林業系」、「公設試：水産業系」、「農水支援団体」、「普及指

導センター」、「農業/林業/漁業組合」のことをさす。 

・複数回答であり、上位 4項目をあげている。 

図 2.52 コーディネート推進強化コースの受講者の研修に対する要望 
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2.2.2. コーディネート推進強化コースのプログラム全体の評価 

次に、コーディネート推進強化コースのプログラム全体の評価について、研修終了後のアンケー

トをもとに考察する 

【プログラムの全体の印象】 

プログラムの全体の評価について、受講者全体でみると、「大変役立った」が 7名（全体の 37％）、

「おおむね役立った」が 9名（全体の 47％）であり、多くの受講者が「役立った」と評価している

（図 2.53 参照）。また、良かった点について、コーディネーター業務に関しては「産学連携プロジ

ェクトの形成・推進に役立つ」、「コーディネーターに求められる視点が理解できた」との意見が、

カリキュラムの内容に関しては「事例が興味深かった」、「様々な事例が参考になった」との意見が

ある。そのいっぽうで、工夫が必要と思われる点について、カリキュラムの内容に関して「特殊な

事例のように感じた」、「研修の位置づけが理解できなかった」など事例の選定を問題とする意見も

あった。 

 
図 2.53 コーディネート推進強化コースの研修プログラム全体の評価 

【今後の業務への活用】 

コーディネート推進強化コースの今後の業務への活用について、「どちらともいえない」が最も多

く 11名（全体の 58％）であり、「具体的な事例紹介であり分かりやすかった」との意見が多いいっ

ぽうで、「事例報告が中心で参考にはあまりならなかった」との意見もあった（図 2.54参照）。 

 

図 2.54 コーディネート推進強化コースの業務への活用 

（単位：人）

大変役に立った 7

おおむね役に立った 9

どちらともいえない 2

あまり役立たなかった 1

まったく役立たなかった 0

合計 19

大変役に

立った

37%

おおむね

役に立った

47%

どちらとも

いえない

11%

あまり役立

たなかった

5%

（単位：人）

大変活かせる 7

ほとんど活かせない 1

どちらともいえない 11

合計 19

大変活か
せる

37%

ほとんど活
かせない

5%

どちらとも
いえない

58%
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2.2.3. コーディネート推進強化コースのカリキュラムの内容の評価 

コーディネート推進強化コースのカリキュラムの内容について、研修後のアンケートから、プロ

グラム順に個別に評価をみる。 

【講義・討議 1】 

[プ ロ グ ラ ム ] 放射線技術を利用したウリミバエなど害虫の不妊虫放飼法の事業化 

[講 師] 沖縄県病害虫防除技術センター 特殊害虫班 班長 久場 洋之 氏 

[研修のポイント] 技術を実用化するにあたっての障害を見抜く視点を学ぶ 

講義・討議 1 の研修のポイントについて、「捉えられた」の回答が 12 名（全体の 66％）であり、

おおむね受講者の理解は高く、「明確で興味がある内容」、「問題解決を試みられた研究過程や事業化

までの流れが参考になった」との意見があった（図 2.55参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 18 名（全体の 100％）であ

り、説明は簡潔で大変分かりやすいものだったといえる（図 2.56参照）。 

今後の業務への活用について、「どちらともいえない」の回答が 10名（全体の 55％）、「大変活か

せる」が 5名（全体の 28％）であり、研修のポイントはおおむね捉えられているので、講義・討議

1の内容は実際に業務を行う際に活用されることが期待される（図 2.57参照）。 

 
図 2.55 コーディネート推進強化コース：講義・討議 1の研修のポイントの捕捉 

 
図 2.56 コーディネート推進強化コース：講義・討議 1の講師のインストラクション 

（単位：人）

捉えられた 12

捉えられなかった 1

どちらともいえない 5

合計 18

捉えられた
66%

捉えられな
かった

6%

どちらとも
いえない

28%

（単位：人）

分かりやすかった 18

分かりづらかった 0

どちらともいえない 0

合計 18

分かりやす
かった

100%
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図 2.57 コーディネート推進強化コース：講義・討議 1の今後の業務への活用 

【講義・討議 2】 

[プ ロ グ ラ ム] オニヒトデを中心とする愛媛県南予のイノベーション：農林水産の事業化と知財 

[講 師] アイ・ドゥ国際特許事務所 代表・弁理士 井戸 篤史 氏 

[研修のポイント] 農林水産分野における知財戦略を模索する 

講義・討議 2 の研修のポイントについて、「捉えられた」の回答が 12 名（全体の 67％）であり、

おおむね受講者の理解は高く、「愛媛大学と地域との連携がよく分かった」、「積極的な知財の取得、

権利化が重要なことが理解できた」との意見があった（図 2.58参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 16名（全体の 88％）であり、

説明は簡潔で分かりやすいものだったといえる（図 2.59参照）。内容について、「知財戦略について

もう少し詳細な説明が聞きたかった」との意見が多くあった。 

今後の業務への活用について、「どちらともいえない」の回答が 10名（全体の 56％）、「大変活か

せる」が 6名（全体の 33％）であり、研修のポイントはおおむね捉えられているので、講義・討議

2の内容は実際に業務を行う際に活用されることが期待される（図 2.60参照）。 

 
図 2.58 コーディネート推進強化コース：講義・討議 2の研修のポイントの捕捉 

（単位：人）

大変活かせる 5

ほとんど活かせない 3

どちらともいえない 10

合計 18

どちらとも
いえない

55%

ほとんど活
かせない

17%

大変活か
せる

28%

（単位：人）

捉えられた 12

捉えられなかった 2

どちらともいえない 4

合計 18

どちらとも
いえない

22%

捉えられな
かった

11%

捉えられた
67%
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図 2.59 コーディネート推進強化コース：講義・討議 2の講師のインストラクション 

 
図 2.60 コーディネート推進強化コース：講義・討議 2の今後の業務への活用 

【講義・討議 3】 

[プ ロ グ ラ ム] 金融機関から見た農林水産分野の技術開発への投資と融資 

[講 師] 株式会社北海道銀行 法人営業部 参与 西山 泰正 氏 

[研修のポイント] 投融資の視点から効率・効果的なプロジェクト評価の視点を探る 

講義・討議 3 の研修のポイントについて、「捉えられた」の回答が 12 名（全体の 67％）であり、

おおむね受講者の理解は高く、「金融機関が投融資している事例を聞くことができ、投融資の視点が

理解できた」との意見が多くあった（図 2.61参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 14名（全体の 78％）であり、

説明は分かりやすいものだったといえる（図 2.62参照）。 

今後の業務への活用について、「どちらともいえない」の回答が 9 名（全体の 50％）、「大変活か

せる」が 8名（全体の 44％）であり、研修のポイントはおおむね捉えられているので、講義・討議

3の内容は実際に業務を行う際に活用されることが期待される（図 2.63参照）。 

（単位：人）

分かりやすかった 16

分かりづらかった 1

どちらともいえない 1

合計 18

どちらとも
いえない

6%

分かりづら
かった

6%

分かりやす
かった

88%

（単位：人）

大変活かせる 6

ほとんど活かせない 2

どちらともいえない 10

合計 18

大変活か
せる

33%

ほとんど活
かせない

11%

どちらとも
いえない

56%
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図 2.61 コーディネート推進強化コース：講義・討議 3の研修のポイントの捕捉 

 

図 2.62 コーディネート推進強化コース：講義・討議 3の講師のインストラクション 

 
図 2.63 コーディネート推進強化コース：講義・討議 3の今後の業務への活用 

【講義・討議 4】 

[プ ロ グ ラ ム] 高知の農山漁村を元気にする産学官民連携 

[講 師] 国立大学法人高知大学 国際・地域連携センター 准教授 石塚 悟史 氏 

[研修のポイント] 地域ニーズを活かしたビジネスモデル・アライアンス体制構築の方途の視点を学ぶ 

講義・討議 4 の研修のポイントについて、「捉えられた」の回答が 14 名（全体の 82％）であり、

受講者の理解は高く、「高知大学と地域自治体との協働した取り組みが参考になった」との意見が多

くあった（図 2.64参照）。 

講師のインストラクションについて、「分かりやすかった」の回答が 17 名（全体の 100％）であ

り、説明は簡潔で分かりやすいものだったといえる（図 2.65参照）。内容について、「自治体との連

（単位：人）

分かりやすかった 14

分かりづらかった 2

どちらともいえない 2

合計 18

どちらとも
いえない

11%

分かりづら
かった

11%

分かりやす
かった

78%

（単位：人）

大変活かせる 8

ほとんど活かせない 1

どちらともいえない 9

合計 18

どちらとも
いえない

50%

ほとんど活
かせない

6%

大変活か
せる

44%

（単位：人）

捉えられた 12

捉えられなかった 2

どちらともいえない 4

合計 18

捉えられた
67%

捉えられな
かった

11%

どちらとも
いえない

22%
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携のあり方や工夫された点についても聞きたかった」との意見が多くあった。 

今後の業務への活用について、「大変活かせる」が 12名（全体の 67％）、「どちらともいえない」

の回答が 6名（全体の 33％）であり、研修のポイントは捉えられているので、講義・討議 4の内容

は実際に業務を行う際に活用されることが期待される（図 2.66参照）。 

 
図 2.64 コーディネート推進強化コース：講義・討議 4の研修のポイントの捕捉 

 
図 2.65 コーディネート推進強化コース：講義・討議 4の講師のインストラクション 

 
図 2.66 コーディネート推進強化コース：講義・討議 4の今後の業務への活用 
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分かりづらかった 0

どちらともいえない 0

未回答 1

合計 18
分かりやす

かった

100%

（単位：人）

大変活かせる 12

ほとんど活かせない 0
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捉えられなかった 1

どちらともいえない 2

未回答 1

合計 18

どちらとも
いえない

12%

捉えられな
かった

6%
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3. 人材育成研修プログラムのカリキュラム以外の評価 

ここでは、ここでは、コーディネーター人材育成研修計画のカリキュラム以外の研修外部の評価

について、研修終了後のアンケートをもとに考察する。 

3.1. 研修形式とカリキュラムの時間割・日程 

本研修では「講演」だけでなく、「講義・討議」や「グループ討議」を設け、受講者の主体的な参

画を得て展開した。 

「コーディネート推進コース」における研修形式について、受講者全体でみると、「十分に参画が

でき満足」が 39名（全体の 31％）、「参画機会が少なかったが満足」が 56名（全体の 45％）であり、

多くの受講者が「満足」と高い評価であり、「いろいろな立場の意見を聞くことができた」、「事例発

表会に終始しなかった点は良かった」との意見が多くあった（図 3.1参照）。地域別にみると、どの

地域も「満足」と評価が高く、「十分に参画ができ満足」が比較的高いのが「中国四国」、「東北」、

「九州」である。 

いっぽう「不満」と回答した受講者からは「討議の時間で講師・参加者との間で討議すべき」、「グ

ループ討議の時間をより多くとってほしい」がそれぞれ 14 件、「講演に対して質疑応答の時間がほ

しい」、「個別の課題について講師に相談する時間がほしい」がそれぞれ 14 件であり、「もっと討議

の時間がほしい」という意見が多い。そのほか、工夫が必要な点として、「モデレーターの工夫が必

要」が 5件、「活動状況によるグループ分けが必要」が 3件あった（図 3.2参照）。 

（単位：人）

十分に参画で
き満足

参画機会は少
なかったが満足

参画機会は
あったが不満

参画機会がな
く不満

総計

北海道 3 6 6 15

東北 8 8 1 1 18

関東 9 8 6 23

東海 5 5 5 15

近畿 1 15 7 23

中国四国 8 6 1 15

九州 5 8 1 1 15

総計 39 56 27 2 124
 

20

44

39

33

4

53

33

31

40

44

35

33

65

40

53

45

6

26

33

30

7

22

40

7

6

7

2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道

東北

関東

東海

近畿

中国四国

九州

総計

十分に参画でき満足 参画機会は少なかったが満足 参画機会はあったが不満 参画機会がなく不満

 
注）グラフの数値は構成比の値。 

図 3.1 コーディネート推進コースの研修形式の評価 
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討議の時間で講師・参加者との間で討論をすべき
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事例討議を中心とした形式がよい

失敗事例も含めた講義・討議がよい

件
 

注）複数回答である。 

図 3.2 コーディネート推進コースの研修形式への要望 

「コーディネート推進強化コース」における研修形式について、受講者全体でみると、「十分に参

画ができ満足」が 4名（全体の 21％）、「参画機会が少なかったが満足」が 8名（全体の 42％）であ

り、多くの受講者が「満足」と評価が高い（図 3.3参照）。 

いっぽう「不満」と回答した受講者からは「講演に対して質疑応答の時間がほしい」が 6件、「討

議の時間で講師・参加者との間で討議すべき」が 5件、「個別の課題について講師に相談する時間が

ほしい」が 1件あった（図 3.4参照）。 

また、どのカリキュラムについても、「十分に討議できる時間が少ない」、「時間が短く内容が理解

できない」、「スキルの習得に関して時間が短い」との意見が多くあった。 

研修の形式について、最も多くの要望があったのは「参加者の交流会」で 67件、次いで「参加者

の事例を題材とした研修」が 64件、「現場視察」が 51件であった（図 3.5参照）。 

 
図 3.3 コーディネート推進強化コースの研修形式の評価 

6

5

1

0 2 4 6 8

講演に対して質疑応答の時間がもっとほしい

討議の時間で講師・参加者との間で討論をすべき

個別の課題について講師に相談する時間がほしい

件  
注）複数回答である。 

図 3.4 コーディネート推進強化コースの研修形式への要望 

（単位：人）
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 事例当事者との討議

 参加者のレベルを分けて研修
件

 
注）複数回答である。 

図 3.5 研修形式への要望 

3.2. テーマの設定 

研修のテーマの設定について、本研修では「様々な事例が参考になった」、「ケース事例分析が参

考になった」との高く評価されているが、そのいっぽうで、「具体的な事例を多く紹介してほしい」、

「コーディネーターの活動事例を紹介してほしい」との要望も多かった。今後の研修で取り上げて

ほしいテーマで最も多いのが「事例研究」で 16 件、ついで「コーディネーターのスキル」が 6 件、

「連携推進手法」が 5件であった（図 3.6参照）。特に、農林水産省のプロジェクトの事例を多く取

り上げる研修への参加希望について、「参加したい」が 88名（全体の 91％）であり、ほとんどの受

講者が希望している（図 3.7参照）。 
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評価・分析手法

件

 
注）複数回答であり、上位 7項目をあげている。 

図 3.6 カリキュラムのテーマの要望 

 
図 3.7 農林水産省のプロジェクトの事例を多く取り上げる研修への参加希望 

参加しない
9%

参加したい
91%

（単位：人）

参加したい 88

参加しない 9

未回答 5

総計 102
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研修の題材に対する要望について、件数は多くないが、食品加工分野など農林水産分野と他分野

の連携について関心がある（表 3.1参照）。 

表 3.1 研修の題材への要望 

（単位：件）

食品加工関係の研究テーマ 2

6次産業化 2

機能性食品 1

農業分野で抱える技術的な問題 1

TPPに対する日本農林水産分野の取るべき対応 1
 

3.3. 人的ネットワークの形成 

研修の場はネットワークの形成に重要な役割を果たす。受講者間の交流をはかるため、「コーディ

ネート推進コース」において、「北海道」、「東北」、「関東」、「東海」、「近畿」の開催では「自己紹介」

の時間を設けた。また、「自己紹介」の時間を設けられなかった「中国四国」、「九州」の開催では、

受講者の「所属機関」、「業務内容」、「業務課題」、「業務に必要な情報」、「研修に対する要望」の一

覧を作成して配布した。 

「コーディネート推進コース」における人的ネットワークの形成について、「今後繋がりたい方が

見つかった」の回答が 106名（全体の 89％）であり、本研修が人的ネットワーク形成に大変寄与し

ていることが分かる（図 3.8参照）。また、今後の人的ネットワークの活用について、最も多いのが

「必要に応じた情報交換」で 81件、次いで「農林水産・食品分野、農山漁村に関する専門的なアド

バイスを期待」が 46件、「具体的なプロジェクトまたは新たなプロジェクトの形成」が 46件である

（図 3.9参照）。 

「コーディネート推進強化コース」における人的ネットワークの形成について、「今後繋がりたい

方が見つかった」の回答が１7 名（全体の 89％）であり、本研修が人的ネットワーク形成に大変寄

与していることが分かる（図 3.10 参照）。また、今後の人的ネットワークの活用について、最も多

いのが「必要に応じた情報交換」で 14件、次いで「農林水産・食品分野、農山漁村に関する専門的

なアドバイスを期待」が 7件、「具体的なプロジェクトまたは新たなプロジェクトの形成」が 5件で

ある（図 3.11参照）。 

 
図 3.8 コーディネート推進コースの人的ネットワーク形成への寄与 

（単位：人）
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繋がりたい方が見つからなかった 13
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11%
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期待

具体的なプロジェクトまたは新たなプロジェクトの形成

商品化・事業化に向けての取組み

農林水産・食品分野、農山漁村以外に関する専門的なアドバイ

スを期待

件
 

注）複数回答であり、上位 5項目をあげている。 

図 3.9 コーディネート推進コースの今後の人的ネットワークの活用 

 
図 3.10 コーディネート推進強化コースの人的ネットワーク形成への寄与 
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件  
注）複数回答であり、上位 5項目をあげている。 

図 3.11 コーディネート推進強化コースの今後の人的ネットワークの活用 

 

（単位：人）

繋がりたい方が見つかった 17

繋がりたい方が見つからなかった 2

合計 19

繋がりたい
方が見つ

かった

89%

繋がりたい
方が見つ

からなかっ

た

11%



 54 

4. 平成 22年度コーディネーター人材育成研修計画の評価と今後のあり方 

受講者の参加申込書と研修終了後のアンケートをもとに、平成 22年度コーディネーター人材育成

計画の評価を行った。その結果、「連携の推進」、「コーディネーターの資質・スキルの習得・向上」、

「農林水産関連の情報・知識の習得」といった受講者の業務課題や本研修への要望に見合うプログ

ラムを提供でき、プログラム全体、カリキュラムの内容のいずれにおいても「おおむね好評」であ

り、「今後の業務に活用できる」とし、全般的に研修の評価は高いといえる。 

本研修の目的である「生産現場や産業界、社会におけるニーズから課題や要望を想定し、技術シ

ーズとのマッチングにより研究課題を設定するために必要となる基礎的なスキルを習得すること」

に関して、「コーディネーターの役割・活動が理解でき、コーディネーターの資質・スキルの習得・

向上ができた」と高く評価されており、受講者の研修受講前の意識として多かった「産学連携の推

進のためのコーディネーターの要件」に対して適切なカリキュラムの内容を提供でき、本研修の目

的が達成できたといえる。今後、コーディネーターによる産学連携活動のさらなる推進が期待され

る。また、受講者の業務課題や研修への要望が高かった「コーディネーターの資質･スキル」のうち、

客観的な評価手法への関心は高く、「スキルは実践しないと身につかない」とするも「基本的な考え

方は理解できた」や「分析ツール・評価手法の習得・強化ができた」との回答が多く、今後業務で

活用されることが期待される。 

さらに、さまざまな立場の方々の意見を聞くことができた「討議を含めた実践的な研修形式」に

ついて高く評価されている。また、「人脈づくりができた」との受講者が多く、本研修が受講者相互

の知識や活動の共有、補完の場に大きく寄与したことが分かる。今後、分野を問わず、異分野連携

の必要性が認識され、単なる情報交換にとどまらず、プロジェクトの形成への発展が期待される。 

これらの点から、総合的に判断すると、本研修は、農林水産・食品産業分野におけるコーディネ

ーターの効果的な活動を強化する有効なプログラムであることをうかがうことができる。 

いっぽう、研修プログラムの工夫が必要な点や要望について、「具体的な農水コーディネーターの

活動事例を多く紹介してほしい」、「評価手法についてより具体的な事例を使って解説してほしい」、

「評価手法について農林水産分野の場合の活用法を説明してほしかった」、「農林水産関連の事例の

概観と解説がほしかった」の意見が多く、これらは、受講者の研修への要望が多かった「事例研究」

に対し、本研修では受講者にとって業務で直面する課題解決に有効となる事例の紹介が多くなされ

なかったことが分かった。 

これらの点から、次年度以降のコーディネーター人材育成研修計画では、次の事項をカリキュラ

ムに反映させることが必要であると考える。 

・分析ツール・評価手法を活用した体系的なカリキュラム 

・農林水産分野や異分野連携の事例を用いた実践的なカリキュラム 

・十分な討議を通じ具体的な課題解決の方向性を見いだせるカリキュラム 

これらを考慮することにより、コーディネーター人材育成研修を通じて、農林水産・食品産業分

野において真に活躍するコーディネーターを輩出することで、産学連携活動のさらなる推進におけ

る効果が高まることが期待できる。 
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資料 

【参加申込書】 
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【事後アンケート】 
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